
令和７年度企業版ふるさと納税充当事業一覧 (単位：千円）

1 1-1-1 不妊治療、不育症治療に係る助成
特定不妊治療費
等助成事業

子育て支援課 2,006
不妊治療のうち特に自己負担額が多い生殖補助医療に対し
て、新たに生殖補助医療費の助成を行うとともに、不育症
治療に対しても助成を行います。

〇

2 1-1-2 子育てネットワーク構築事業の推進
出産子育て応援
事業

子育て支援課 945
携帯電話のショートメール機能を活用し、妊婦・子育て世
帯への健康診断等の情報発信をします。

3 1-1-5 乳幼児健診等の充実 乳幼児健診事業 子育て支援課 674
⾚ちゃんの成⻑発達を確認する健診に公費補助を行うもの
です。

4 1-1-6 妊婦健診の充実 妊産婦健診事業 子育て支援課 1,324
妊娠期から出産後のお⺟さんの体調をサポートする妊婦⻭
科検診、産後ケア事業を行うものです。

5 1-1-17 親子遊びの場の運営、支援
親子遊びの場運
営事業

子育て支援課 509

親子遊びの場は、乳幼児とその親がより豊かに暮らすこと
ができるよう、気軽に出かけることができ、親子同士で交
流することができる自由で開放的な場所です。イベント等
を実施します。

6 1-1-24 小児医療費に係る助成の充実
小児医療費助成
事業

子育て支援課 163,410
子育て環境の充実のため、18 歳までの所得制限なしでの小
児医療費完全無償化を実施します。

〇

7 子育てを支える取組みの推進
児童手当支給事
業

子育て支援課 91,716
所得制限をなくし、「18歳に達する日以降の最初の３月31
日まで」に対象者を拡大して児童手当を支給します。

〇

8 1-1-35 学校給食の安定的な提供
小学校給食運営
事業

学校教育課 107,339

小学校においては安全安心な学校給食を継続的かつ安定的
に提供するため、給食調理等を⺠間委託により実施し、逗
子市の特⻑である、自校⽅式で加⼯品の使用を極⼒避けた
手作りの給食を提供します。

〇

9 1-1-35 学校給食の安定的な提供
中学校給食運営
事業

学校教育課 97,528

生徒の心身の健全な発達及び食に関する正しい理解と適切
な判断⼒を養い、豊かな学校生活を送ることができるよう
にするため、中学校で食缶⽅式による「温かい給食」を提
供します。

〇

10 1-1-37 支援が必要な児童・生徒についての情報共有の充実
支援教育充実事
業

学校教育課 71,115
小中学校において児童・生徒の特性や抱える悩み、つまず
きに対しての支援を充実させ、誰もが安心して通える学校
づくりを目指します。

〇

11 1-1-38 公園の整備
蘆花記念公園維
持管理事業

緑政課 2,067

逗子市の魅⼒向上に資する蘆花記念公園（⻑柄桜⼭古墳群
を含む）グランドデザインの実現に向け、公園の再整備及
び持続可能な維持管理・運営体制構築ができる仕組みを検
討します。

12 1-2-1 教員の授業⼒・学級経営⼒・児童生徒指導⼒向上重点事業の推進
教育用コン
ピュータ維持管
理事業

学校教育課 64,359
授業支援クラウドの導入により小中学校の学習環境の個別
最適化を図ります。

〇

13 1-2-1 学校施設の整備・充実
水泳学習運営事
業

学校教育課 17,653

老朽化が進む小学校プールの維持管理費や再整備費を抑
え、天候に左右されずに水泳学習を実施できるようにする
ため、全ての市⽴小学校の水泳学習を市⺠交流センターの
屋内温水プールで実施します。

〇
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14 1-2-13 教員の授業⼒・学級経営⼒・児童生徒指導⼒向上重点事業の推進
少人数指導教
員・教育指導教
員派遣事業

学校教育課 17,739
臨時的任用教員など経験の浅い教員を指導する教育指導教
員の配置など教育環境を整えます。

〇

15 1-2-24 コミュニティ・スクールの実現
コミュニティス
クール運営事業

学校教育課 95
未来を担う子どもたちの豊かな成⻑を学校と地域とが協働
して育むため、コミュニティ・スクールの充実を図りま
す。

16 1-3-2 保育士確保の取り組み
⺠間保育所等運
営支援事業

保育課 7,536

十分な保育士を確保し、受け入れ人数の増加による待機児
童の解消や、より充実した保育を実施するため、保育士の
確保に苦慮する保育所に、人材確保のための補助金を交付
します。

〇

17 1-5-4 子どもたちの居場所づくりの推進
子どもの居場所
づくり事業

子育て支援課 456 児童⻘少年等の居場所を確保するための事業

18 2-1-1 空き家解消事業の推進
計画的なまちづ
くり推進事業

まちづくり景観
課 2,825

空き家所有者支援のため、専門家による相談会の実施や、
権利関係の整理や解体などに使える補助金を交付します。

〇

19 2-2-2 日本一安全安心で楽しいファミリービーチの推進
海浜美化推進事
業

経済観光課 4,898
海岸に設置しているくずかごのごみ回収を委託により実施
しています。

〇

20 2-2-10 安全で快適な海水浴場の運営
海水浴場運営事
業

経済観光課 21,250

逗子海水浴場では防犯カメラの設置により、利用者が安全
安心で快適に過ごすことができるような取組を実施しま
す。
海岸の環境保全を担うステークホルダーを対象としたブ
ルーフラッグリーダー養成講座を開催し、活動を広め、巻
き込んでいく人材を養成することで、更なる普及啓発を図
り、良好な海岸環境の保全に繋げます。

〇

21 2-2-13 小坪漁港活用・活性化（海業）の推進
小坪漁港活用・
活性化促進事業

経済観光課 1,470

海上運送法等の一部を改正する法律により、船舶の安全設
備導入及び特定操縦免許の取得が義務化されたことを受
け、小坪漁師タクシーを運航する小型船舶の安全対策を支
援し、安定した事業の継続を図ることを目的として補助金
を交付します。

〇

22 3-1-2 自家用車に頼らないまちづくりの推進
公共交通拡充支
援業務

環境都市課 3,112
逗子市における公共交通の目指すべき将来像とその実現に
向けた施策の⽅向性を明確化し、地域公共交通計画を策定
します。

〇

23 3-1-3 駐輪場の整備
自転車等駐車場
維持管理事業

環境都市課 1,602
駐輪場の適正利用及び受益者負担の考えのもと、無料駐輪
場の有料化に向け、事前に需要調査を実施することで、利
用者動向や駐車台数需要等を把握します。

24 3-2-13 企業誘致に関する取組み
関係法人等創出
事業

企画課 2,402
女性が活躍できるまちという観点から、子育て期のライフ
スタイルに合った働き⽅のできる環境の創出・スキルの向
上を図り、就業支援を実施します。

逗子市への新しいひとの流れをつくる

逗子市に暮らしながら「しごと」の希
望をかなえる

若い世代の結婚・出産・子育ての希望
をかなえる事業
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25 4-1-3 都市機能を整えるインフラの整備
緑地安全対策事
業

緑政課 21,728
道路や電線、通信線、公園などの市⺠の生活に関わるイン
フラへの被害や災害を未然に防ぐため、緑地の管理伐採、
法面保護⼯事を実施します。

〇

26 4-1-3 未来技術の活用に向けた取組の推進 会計管理事務費 会計課 21,070
eL-QRによる公金収納に対応をするため、財務会計システ
ムを改修します。

27 4-1-3 都市機能を整えるインフラの整備
防災⼯事助成事
業

都市整備課 7,840
⺠有地の⼟地所有者が行う防災⼯事へ補助を行うことによ
り、災害発生リスクを軽減します。

〇

28 4-1-3 未来技術の活用に向けた取組の推進
道路台帳整備事
業

都市整備課 4,286
寄附や道路の改良による道路範囲の変更箇所を毎年修正し
ます。

〇

29 4-1-4 生ごみ減量化・資源化事業の推進
じんかい収集事
業

環境クリーンセ
ンター 111,854

30 4-1-15 公園の維持管理
街区公園維持管
理事業

緑政課 31,171
魅⼒ある公園づくりを行い、子育てしたいまちづくりを推
進するため、子育て世代からの要望が多い老朽化した遊具
の改修等を行います。

〇

31 4-1-22 生ごみ減量化・資源化事業の推進
生ごみ処理容器
等購入費助成事
業

資源循環課 6,514
生ごみの分別収集・資源化によるコストの縮減及び環境負
荷の低減を図ります。

〇

32 4-2-22 避難行動要支援者支援制度の普及・啓発の推進 災害対策事業 防災安全課 3,091
市⺠の生命、身体及び財産を災害から保護するため、災害
時応急活動の事前対策の充実を図る目的から、断水時にお
ける災害用給水タンクを購入するものです。

33 4-2-25 消防団の充実 北分署整備事業 消防総務課 9,771
防災拠点である北分署を適正に維持管理するため、老朽化
した施設の整備を行い市⺠生活の安全を確保します。

〇

34 4-2-27 建築物等の耐震化の推進
震前震後対策事
業

まちづくり景観
課 3,080

市内建築物の耐震化を図るとともに、震災に強いまちづく
りを推進する。⼟砂災害特別警戒区域に存する既存不適格
家屋の移転促進を図る。

35 4-3-6 感染症予防対策の推進 成人等保健事業 国保健康課 44,113
高齢者や基礎疾患のある⽅の重症化防止や蔓延防止のた
め、新型コロナウイルスやインフルエンザなどの予防接種
を実施します。

〇

36 4-1 バリアフリーのまちづくりの推進
障がい者移動支
援人材確保等事
業

障がい福祉課 1,200
移動支援サービス提供体制の安定化を図るため、地域の人
材が市内で同サービスに従事することへの支援、市内事業
所の人材確保に向けた補助を行います。

〇

37 4-1-30〜33環境に配慮したライフスタイルへの移行促進等
カーボンニュー
トラル推進事業

環境都市課 8,322

「2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現」に向
け、省エネルギー設備、既存住宅の断熱改修、電気自動車
用充給電設備などの設置を促進するための補助金を交付し
ます。

〇

38 4-1-32 公共施設における再エネ・省エネ・蓄エネの推進
コミュニティセ
ンター維持管理
事業

市⺠協働課 4,486

電⼒を使用するすべての市所有（管理）施設において、再
生可能エネルギー100％の電気を調達することを目標とし
て、再生可能エネルギー100％の電気を主要施設で導入し
ます。

〇

魅⼒的で、誰もがいつまでも安心して
健康に暮らせるまちづくりを推進する

事業
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39 4-1-32 公共施設における再エネ・省エネ・蓄エネの推進
体験学習施設維
持管理事業

子育て支援課 3,566

電⼒を使用するすべての市所有（管理）施設において、再
生可能エネルギー100％の電気を調達することを目標とし
て、再生可能エネルギー100％の電気を主要施設で導入し
ます。

〇

40 4-1-32 公共施設における再エネ・省エネ・蓄エネの推進
容器包装プラス
チック処理事業

環境クリーンセ
ンター 1,221

電⼒を使用するすべての市所有（管理）施設において、再
生可能エネルギー100％の電気を調達することを目標とし
て、再生可能エネルギー100％の電気を主要施設で導入し
ます。

〇

41 4-1-32 公共施設における再エネ・省エネ・蓄エネの推進
消防本部・署維
持管理事業

消防総務課 5,862

電⼒を使用するすべての市所有（管理）施設において、再
生可能エネルギー100％の電気を調達することを目標とし
て、再生可能エネルギー100％の電気を主要施設で導入し
ます。

〇

42 4-1-32 公共施設における再エネ・省エネ・蓄エネの推進
学校維持管理事
業

教育総務課 38,559

電⼒を使用するすべての市所有（管理）施設において、再
生可能エネルギー100％の電気を調達することを目標とし
て、再生可能エネルギー100％の電気を主要施設で導入し
ます。

〇

43 4-1-32 公共施設における再エネ・省エネ・蓄エネの推進
学校維持管理事
業

教育総務課 38,559

電⼒を使用するすべての市所有（管理）施設において、再
生可能エネルギー100％の電気を調達することを目標とし
て、再生可能エネルギー100％の電気を主要施設で導入し
ます。

〇

44 4-1-47 都市機能を整えるインフラの整備 地籍調査事業 都市整備課 1,578
道路等を通行する車両や歩行者の安全を確保するための道
路改良⼯事や、市内の交通環境の改善に向けた調査等を行
います。

45 4-1-47 都市機能を整えるインフラの整備
狭あい道路整備
事業

都市整備課 8,875
狭あい道路の拡幅を推進し、安全で快適な住環境の整備を
進めるため、事業者等が自費で後退部分の測量、分筆、寄
附及び舗装整備を行った場合に補助を行います。

〇

46 4-1-63 相談体制の充実
犯罪被害者等支
援事業

市⺠協働課 1,109
犯罪被害者等の権利利益の保護及び被害の軽減・早期回復
を図るため、支援金等の支給や法律相談、カウンセリング
などを実施します。

47
５本の柱

以外
デジタル技術の活用

デジタル推進事
業

デジタル推進課 8,567

市⺠サービスと職員業務の⼆つの側面からDXを推進するた
め、書かない窓⼝システム等による住⺠サービスの向上
と、デジタル技術の活用による業務の効率化を図り、より
質の高い行政サービスを提供します。また、デジタル活用
に不安を持つ市⺠に対して相談会等を実施し、誰一人取り
残されないデジタル社会を目指します。

〇

48
５本の柱

以外
デジタル技術の活用 市税徴収経費 納税課 806 預貯金等調査オンラインサービスの利用を開始します。

デジタル技術の積極的な活用

魅⼒的で、誰もがいつまでも安心して
健康に暮らせるまちづくりを推進する

事業
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